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The paper focuses on the characteristics of iocal small cities and attelnpts to develop a

systematic classification of the selected 44 iocal cities. The methodology is based on factor

analysis with a combination of cluster analysis

Application of factor analysis has identified four dOminant factors which constitute the

essence of the local characteristics of the cities 「Γhe factors sO identified are (1)the central

functions Of the area,(2)the growth potentials(financial and economical),(3)the imbalance of

he city functions,and(4)the integrity of the cultural and city‐ service functions

The overall assessment of the findings may conclude that the presented methodology has

proven to be a powerful toolin identifying whatis ca■ ed“ thc locality of the city",and in picking

up he bottlenecks of the city's development ln this sense the application of the methodology

would help the city planner specify the objectives of and he strategy for planning the devel―

opment Of the city

1.緒  言
実 。発展にあるということであろう。

「1980年代は地方の時代」といわれるように大都市に   これらの諸計画は一般論・政策目標として整備の方向

代って地方都市の再生,整備を図ろうとする気運が高ま  性を示してはいるが,現実問題として各地域において具

ってきている。政府は新全国総合開発計画の見直し作業  体的にどのような形でこれらの構想を実現していくかと

の末,昭和 52年に第 3次全国総合開発計画を策定した。  いう点になると結局は個々の地域に即応した政策を地道

そこでは「人間と自然との調和のとれた健康で文化的な  に検討していく他に術はないことになる。その際,各地

総合居住環境づくり」が目標として掲げられ,「国土の均  方都市の性格・位置づけをどのように規定しその現況を

衡ある発展と適正な管理」の実現を図っていく上での地  的確に認識するかという問題は,地方都市の整備のあり

方都市の役割の重要性が誼われている。本計画をフレー  方と改善の方向性を具体的に検討していく上で非常に重

ムとして各関係省庁から「定住圏構想J(国土庁),「地方  要になってくる。

生活圏構想」(建設省),「広域市町村圏構想」(自 治省)   しかしながら一概に地方都市といっても歴史・地理・

等のプランが策定されている。これら一連の計画に共通  文化・経済・社会の諸側面から成る多元的で複雑な構造

な考え方は,国上のバランスある有効利用ならびに健康  特性を備えており,その的確な指標化と記述が容易でな

で文化的な生活の基盤整備の根幹が今後の地方都市の充  いのが普通である。そこで本研究では地方都市の構造特
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性に着目してこれを定性的かつ定量的に分析することに

より諸都市の比較類型化を試みるものである。比較類型

化の目的は諸都市間の類似性・固有性あるいは社会的位

置づけ,他都市とのかかわり等をパターンとして提示す

ることにより今後の整備・改善方向を知る上での重要な

情報を提供する点にある。その際膨大な指標の表わす情

報を縮約化することにより代表的な構造因子の抽出とそ

の定量的記述が有効である。

このような観点から近年,都市の構造特性の分析手段

として数理統計学的手法 (因子分析等の多変量解析手法)

を応用した研究が展開され始めている。本研究もこの流

れをくむものであるが,その分析対象都市を人口10～ 15

万人の都市に限定し(昭和50年国勢調査による),以下こ

れを「地方中小都市」と呼ぶことにする。人口規模により

このような限定をしたのは,

(i)都市の構造特性を規定する最も支配的な因子が人

口規模であり,従ってこれのみによっても都市の構造特

性のかなりの部分を説明することが可能であると考えら

れること。

(1)全国の金都市の人口に関する重心は約 13万人 (沖

縄県を除く578市 )であり, この意味で人口規模 10～ 15

万人の範ちゅうはこの人口重心に対応する。

(iii)県庁所在都市として最も人口規模の小さい山口市・

鳥取市・松江市・津市などがこの範ちゅうに属している

ので,地域中心的機能を果たす最小単位の人口規模であ

ることがうかがえる。

などの理由からである。

本研究では以上の前提に基づき44都市を対象都市とし

て選び出し各種指標を表わすデータを収集するとともに,

因子分析法を適用することにより構造特性を規定する主

要因子の抽出とその解釈を行なう。次にその結果に基づ

いて各都市の比較 Ⅲ類型化を試みることにより,今後の

地方中小都市の整備を考えていく上での基礎的な情報を

提示することにする。

2.データの収集 と基礎的分析

ng.1ぉ ょびTable Iに示すように,該当する全国の44

都市を選び出し,そ の地域構造特性を表わす指標群とし

て①人口系,②工業系,③商業系,④財政系,⑤文化サ

ービス系,⑥その他,の 6系統を考えるとともに,それぞ

れの系統を代表すると考えられる種々の指標を合計 77種

取り上げ,各都市についてそのデータを収集した(Table

H参照)。以下各系統の指標群に着目して対象都市の特性

Table  l  nst of dtias selected

(単位 :千人)

番号 都 市 名 人 口 碁号 都 市 名 人 口

1 帯  広 142 瀬  戸

2 苫1河ヽ牧 安  城

石  巻 鈴  鹿

4 会津若松 109 津 140

5 河ヽ  山 松  坂

6 桐  生 134 伊  勢

7 太   田 宇   治

8 土  浦 川  西

9 熊  谷 鳥  取

春 日 部 122 米  子 118

上  尾 松  江

新  座 109 尾   道

八 千 代 113 山   口

習 志 野 岩   国

ノく    不日 防  府

厚  木 徳  山

秦  野 104 今  治

上  越 新 居 浜

上   田 別  府

小  松 延   岡

富 士 宮 都  城

大  垣 八  代

(1975年 国勢調査より)

を定性的に分析してみる。

2.1 人口系特性

(i)対象都市群は人口規模に関しては (人口重心であ

るという意味で)平均的な範ちゅうに属するが,人口増

加率では全国平均 3.9%増 (昭和 54年 /昭和 49年)に対

して 7.0%と 倍近くの値を示している。これより対象諸

都市は今後の発展・成長ポテンシャルがきわめて高いと

考えられる。

(1)対象都市の人口増加率のうち春田部 (26.1%増 ),

厚木 (22.6%増 )と 首都圏あるいは近畿圏内の都市が高

いのに対して,桐生 (06%減 ),尾道 (0.3%減)な ど

の地方都市が低いことが指摘される。またこの人口増加

率とDID人 口増加率との間の強い相関係数 (+079)が
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Table  II  Iist of items selected

番 号 項 目 番 号 項 目

1 人  口 40 大学・短期大学数

2 人口増加率 文化施設数

3 人口密度 42 就業人口/人口

4 工 場 数 43 第 1次産業人口比率

5 工場数増加率 44 第 2次産業人口比率

工業出荷額 45 第 3次産業人口比率

7 工業出荷額増加率
~

工業出荷額/人口

8 卸売業年間販売額 卸売業年間販売額/人口

9 卸売業年間販売額増加率 飲食店年間販売額/人口

10 飲食店年間販売額 小売業年間販売額/人口

小売業年間販売額 事業所数/人口

小売業年間販売額増加率 スーパーマーケット数/人口

事業所数 預貯金残高/人口

14 事業所数増加率 53 金融 。保険業数/人口

15 スーパーマーケット数 課税対象所得額/人口

16 預貯金残高 55 地方財政歳出額/人口

17 金融・保険業数 56 市民税収入額/人口

18 課税対象所得額 57 高額所得者数/人口

19 地方財政歳出額 58 病院数/人口

20 地方財政歳出額増加率 59 病床数/人口

市民税収入額 60 都市公園面積/人口

22 所得格差 61 大学・短期大学数/人口

23 高額所得者数 62 文化施設数/人口

着工住宅床面積 63 印刷・出版社数

着工床面積増加率
盗
υ 書籍・雑誌店数

着工住宅戸数
盗
υ 広告・宣伝社数

住宅敷地価格
４
υ 弁護士数

28 住宅敷地価格増加率 67 税理士数

29 病 院 数 68 理容・美容店数

30 病 床 数
盗
） デパート・百貨店数

つ
０ カラーテレビ普及率 70 娯楽施設数
つ
０ 乗用車登録台数 宗教団体数

乗用車登録台数増加率 72 芸能施設数

乗用車保有率 73 DID人口増加率

都市公園面積 74 DID人口密度

持 家 率 75 DID人口比率

借家 1畳あたり家賃 76 DTD面積比率

水洗化率 77 周辺大都市数

昼間人口比率
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示すように DID人 口増加率においても同様の傾向がある

といえる。

(�)人口密度では大和 (569,1人 /力η2)を
最高に首都

圏に属する都市が非常に高い。

(iv)DrD人口比率をみると習志野の 100%を はじめと

して一般に首都圏に属する都市が大きく,小松・新居浜・

都城などの地方の都市が小さいことがわかる。DrD人 口

比率が高い都市は既成市街地の全市域面積に占める割合

が高いことを示しているのに対して,そ の比率が低い都

市はまだ市街化されていない周辺地域を包摂しているこ

とを暗示している。

(v)昼間人口比率は山口を除 く県庁所在都市あるいは

それに準ずると考えられる都市が高 く,逆に大都市近郊

の都市は厚木を除いて一般に低い値を示している。

2.2 商業系特性

(i)卸売業年間販売額と小売業年間販売額あるいは飲

Fig. l  Locations of citic.s selected

食店年間販売額 との間には065以上の大きな相関がみら

れる。 これらの指標に共通する傾向は,帯広・津・鳥取・

米子・松江。厚木等の県庁所在都市あるいはそれに準ず

ると考えられる都市が高い値を示しているのに対して ,

新座・秦野・習志野・

'II西

等の大都市の近隣に位置する都

市が低いという点である。

(■ )こ の傾向は卸売業年間販売額の増加率についても

概ねあてはまる力ヽ 4ヽ売業年間販売額の増加率ではこれ

と反対の傾向がみられる。すなわち習志野・上尾・秦野

などの首都圏に属する都市が高く,尾道・鳥取などの都

市が低いことが指摘される。

(iii)ス ーパーマーケット数,デパー ト百貨店数をみる

と相対的に津・松阪・鈴鹿・新居浜等の都市が多く,尾

道 。安城・岩国等の都市が少ない。

(� )以上のことを総合すると卸売業・小売業・飲食業

などの流通・販売・消費機能は県庁所在都市あるいはそ

れに準ずると考えられる地方中心都市に集積しているが,

その増加率に関してはむしろ帯広・古小枚あるいは大都
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市近郊の都市が高いといえる。

2.3 工業系特性

(i)工場数は織物の桐生,機械工業の小松,陶器の瀬

戸など単一伝統産業に依存する地方都市が多く,逆に少

ない方では習志野・山口・徳山等の都市が挙げられる。

(I)工業出荷額は鈴鹿・小山・太田・厚本 。安城・徳

山などが高く,逆に少ない方では別府・松江・山口・川

西・帯広などの都市が挙げられる。工業出荷額は工場数

では相関が低く(本目関係数 0■ ),こ のことは工場数の多

さが必ずしも工業出荷額の高さを意味せず,む しろ第二

次産業の構造によるところが大きいことを示している。

(� )工場数増加率をみると宇治・八千代・厚木・瀬戸・

古小枚・新座・春日部・秦野が高く,逆に減少の傾向を

示している都市としては都城・鈴鹿等が注目に値する。

(�)工業出荷額増加率をみると安城・太田・秦野・山

口・都城が高く,逆に減少傾向を示しているのは津・習

志野・岩国である。

(v)以上のことより次のことがいえる。第 1の点は,

工場数増加率,工業出荷額増加率において大都市圏に属

する都市が相対的に高い増加率を示している点である。

第 2の点として,川西と習志野が同じように大都市圏に

属していながら例外的に第 1の点にあてはまらないこと

が指摘される。第3の点は松江・米子 。今治・新居浜・

延岡・八代の都市がいずれも新産業都市に指定されてい

るにもかかわらず工業出荷額及び同増加率において低い

値にとどまっている点である。

2,4 財政力系特性

(i)課税対象所得額・市民税収入額 。所得格差・高額

所得者数の間にはそれぞれ0.7以上の強い相関があり,

概して厚木 。大和・習志野・川西等の大都市圏に属する

都市が高く,逆に低い都市は八代・延岡・都城・小松・

伊勢・尾道などの地方都市である。

(1)地方財政歳出額は津・帯広・苫小枚・桐生。別府・

鳥取・徳山・松江などの地方中心都市的な都市が高く,

逆に伊勢・瀬戸・富士宮。新座・秦野などの都市が低い。

(�)地方財政歳出額の増加率は防府・今治・安城・帯

広・太田等の都市が高く,逆に宇治・徳山・桐生等の都

市が低い。

2.5 文化・サービス系特性

(i)事業所数,理容・美容店数,娯楽施設数,宗教団

体数,芸能施設数,宗教団体数,広告・宣伝社数,書籍・

雑誌店数,病院数,病床数,大学 。短期大学数の間には

それぞれ相互にかなり強い正の相関があり,いずれも同

じような傾向を示している。その傾向とは津 。鳥取・松

江・帯広・会津若松・別府・熊谷・徳山などの県庁所在

都市やそれに準ずると考えられる都市あるいは観光化が

進んでいる都市が高く,逆に新座 。ナII西・習志野・瀬戸・

安城・富士宮などの大都市圏に属する都市あるいは単一

産業に依存すると考えられる都市が一般に低いことが指

摘される。

(1)カ ラーテレビ普及率をみると小松・桐生・石巻な

どの地方都市が高 く,大都市圏に近づくにつれて低 くな

る傾向がある。

(iii)乗用車登録台数及び同保有率をみると帯広・苫小

枚 。鈴鹿・太田・安城などの都市が高 く,逆に新座・習

志野・八千代などの大都市圏に属する都市が低い。これ

は大都市圏では公共交通手段が整備されているのに対し

て地方ではかなり未整備であるためと推定される。

(�)都市公園面積では苫小牧が極端に大きく,次いで

帯広・会津着松・徳山と続いており,逆に新座・富士宮・

大和・習志野などの都市が少ない。ここでは何よりも北

海道特有のオープンスペースの豊かさがうかがえる。

(v)水洗化率では大都市圏に近い程あるいは地域の中

心的都市である程高い傾向にある。

(� )印刷・出版社数・弁護士数は県庁所在都市等の地

域の中心的役割をもつ都市に多い傾向がある。

(�)以上文化・サービス系特性は指標によってさまざ

まな傾向を示しているが,換言すればこれが各都市の地

域特性の多様性をかもしだしているともいえよう。

2.6 その他の特性

(1)住宅敷地価格・借家一畳あたりの家賃・周辺大都

市数 (対象都市を中心に半径 50み切以内に存在する人口

50万人以上の都市の数)の間にはそれぞれ 08以上の正

の強い相関があり,こ れらの指標において川西・新座・

習志野などの大都市圏に属する都市が非常に大きい値を

示している。

(I)住宅敷地価格の増加率をみると住宅敷地価格 とは

異なり今治・鳥取。松江などの地方の中心的都市が高く,

大都市圏に属する川西・八千代・厚木などの都市は低い

ことが子旨摘される。

(� )着工住宅床面積及び同増カロ率,着工住宅数をみる

とこれらの間にはかなり強い相関があり,そ れぞれ同じ

ような傾向がある。その傾向とは概 して厚木・習志野・

春田部 。大和などの都市が高く,尾道・瀬戸 。松阪等の

都市が低いことである。さらに注目すべきことは,川西,

新座・ 秦野・八千代の都市が大都市圏に属しながらそれ
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ぞれの指標の値がかなり低い点である。これは前記の都

市が DrD人 口比率・DrD面積比率からみてかなり市街化

が飽和状態に近づきつつあるためと考えられる。

(� )就業構成比率をみると第 1次産業人口比率の高い

都市は都城・八代・小山・山口・石巻・上越・上国であ

り全国平均を上回っている。第 2次産業人口比率では桐

生・瀬戸・安城・鈴鹿 。大垣 。太田・上尾・大和が高く,

全国平均を大きく上回っている。第 3次産業人口比率の

高い都市は別府・帯広・松江・山口・習志野 。米子であ

り全国平均を大きく上回っている。ここで注目されるの

は,①別府は第 3次産業の人口比率が 80%と 圧倒的に大

きな割合を示していること,②県庁所在都市である津・

鳥取・松江・山口の第 2次産業人口比率が全国平均値よ

りかなり低い値を示していること,であろう。

3.因子分析法 による構造規定因子の抽出

と解釈

2.においては地域構造特性を各種の指標から説明づ

けることを行なったが,そ の指標の数が膨大なため各指

標個別の断片的な解釈にとどまらぎるをえなかった。以

下ではこの多数の指標群が有している膨大な情報量を縮

約化しその特性をパターンとしてとらえることを試みる。

具体的には多変量解析手法の 1つ である因子分析法を適

用して地域構造を規定すると考えられる主要な困子の抽

出を行なう。

3,1 因子分析の基本モデル

因子分析法は主として次の2つ を目的とする場合に有

効である。すなわち①情報の縮約化と②観測対象個体の

分類及び比較類型化の 2点である。因子分析法では,①

は基準化された標準得点行列の観測特性数夕よりも小さ

いη個の内因因子で,次元空間にある観測点 (の表わす

情報)を ?次元空間で説明することに相当する。②の目的

は各個体間の類似性・固有性を定量的なパターンとし

て把握することに相当する。このことは因子分析法では

①で抽出された因子の意味づけや各観測対象個体の因子

得点に基づいてそのクラスター化を行なうことを意味す

る。

いま因子分析法の一般的な基本モデルを示すとFig。 2

のようになる。なおこの図において〃は標準得点行列,

Fは共通因子得点行列,4は共通囚子負荷量行列,7は
独自困子行列,yは独自因子負荷行列である。

次に標準得点行列どの第 が指標に着目した場合,因子

分析の基本モデルは次式のようになる。

ZJ=αどlFlttα ″F2・・・…+,F9F9+ι ri V々

(ゲ =1,2,………,少 ;つ >rr)…・(1)

すなわち標準得点ベクトルZlは指標数´より少ない ?

個の共通因子得点ベクトル′1,F2,… ,F9(酎 g。 3参照)と

各指標に固有の独自因子ベクトル7)の和で表わされる。

このことからαどを困子負荷行列 五の第 ゲ指標に着目した

場合の行ベクトル (Fig。4参照)と するとα:=(,., ,ど 2,

……, α″)は 因子得点ベクトル (A,F2,… …,F9)の相

対的な重要度すなわち第 ゲ指標の有している情報量を各因

子が説明しえている程度を表わしているといえる。

さらに次式が成立する。

狩ど=壽〃F〃どこ,ど子+αザ+……+,Jテキクテ
三井‖〃ど‖

2=1(ゲ =1,……,少)………(2)

ti引 ,2,… ,p)(1=1,2升・,p t=l,2ギ・・,ql

Πg。 3(a)CommOn factor score matr�
ng.3(b)CommOn factor loadingl matrix

N□ =H□…□+出□
呻□

(N:個体数 ,p:指標数 ,α共通囚子数)

ng.2 FШ ldamen擁l model of ttCtOr analysis.

全也田 (entire sPaCe)

ttBtttB
(unique factOr spaCe)

1鰐佳吾
m叩

“
→

監=a.iゃ負BhⅢⅢ鋳

“
ng,4 ProieCtiOn of entire space upon common

factor space

(1=1,2,・ …,,p)
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ここで /1Jは 第 ゲ指標 と第ブ指標の間の相関係数であ

る。ただしここで基準化の条件

壽打ん=1(ォ =1,……,?)………………は)

井7F71三 1(ゲ =1,……,,)……………脩)

ならびに直交性の条件

持汗Fs=0(サ =1,―・,cs=1,…・,cサ≠S)(9

|ん L=0(チ =1,…・,cゲ =1,¨・,少 )

を仮定している。

12)式において (分 1つ +′,22+.… ……♂,デ )は共通性と呼

ばれる情報量であり,これはベクトル αどの大きさ (ノ ル

ム)に相当している。したがってこれは指標ゲの全情報量

がベクトル′1,f2,・ ~・
,′?で張られる共通因子空間にど

の程度写像されているかを表わす尺度とみなすことがで

きる。一方,2は独自困子員荷量と呼ばれるものであり,

共通因子では説明しえない部分すなわち指標 デのもつ全情

報量を表わすベクトルZどのうち共通因子空間には射影さ

れえない情報量を示すものである (Hg.4参照)。

①式は,Fig.3に示されたように第 ゲ指標と第ア指標

(ゲ ≠ブ)に着目した場合の指標間の相関を示すものである。

また Fig.3に おいて列ベクトルに着目した場合,第 チ列

の因子負荷ベクトルをα
`と

すれば,αιは第 チ番目の因子と

各指標 との相関の程度を示していることになる。すなわ

ちαどの大きさ (ノ ルム)は全情報量に対する因子 チの説

明力を表わす量であり,こ れは一般に囚子寄与と呼ばれ

次式で定義される。

7r=‖α』2=α rα
`=壷

αギ (ナ=1,… ,σ)。……(8)

したがって因子負荷ベクトルの配列は各因子と各指標

の相関を表わす因子構造 とみなすことができるが, この

構造を因子パターンという。

さて因子分析の解を求めるためにはまず因子負荷量か

ら成る因子パターンを計算し,説明力のある因子パター

ンが得られた後にこれに対応する因子得点行列を求める。

次いで必 要があれば独 自因子 負荷量行アuな らびに独自

因子得点行列が計算されることになる。なお因子パター

ンを求めるためには,予め共通因子数 ?を想定 した上で

標準得点行列の表わす全情報量を共通困子空間に縮約

(射影)し ,こ の縮約された情報量から擬似相関行列 ■

を計算してその固有値分解を施すことにより試 行錯誤的

に求められる。ここに ■は,

,■ =/1J=α子的 (ゲ辛ブ;ゲ =1,… ,2デ=1,… ,σ )

(9)

,″=1-ク :三 分F+αザ十……Ⅲ+α露幸1

(ゲ=1,…・,つ )… ……dOl

なるんを要素とする行列であり,対角成分が 1に ならな

い点を除けばZの相関行列 Rに一致する。ここで一般的

な分析手順を示すとFig.5の ようになる。

Fig.5に示されているように因子負荷量行列及び因子

得点行列の計算が完了すると次は因子の解釈の段階に入

る。各因子を解釈するに当たり各因子ごとの因子負荷べ

クトルが高い値を示す指標群に着目する。しかしこの因

子の解釈の仕方は決定的なものではなく各因子に寄与す

る有力な指標群をどのように総括的かつ的確に解釈する

囚

子

魏

の

回

払
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かが問題となる。そこで因子負荷ベクトルから推定され

る因子の解釈・名称が妥当であるかどうかを検討するた

め各指標の観測データならびに因子得点を考慮して理論

的斉合性がとれるまで各因子の解釈の作業を繰 り返すこ

とになる。

3.2 都市構造規定因子の抽出と解釈

種々の試行錯誤の結果,共通困子数が4個の場合が最

も説明力があることがわかった。 この場合の計算結果を

TableⅢ及び Fig.6に示す。ここに TableⅢは抽出され

た因子とその因子負荷量を,Fig.6は 因子得点分布図を

表わしている。さらに TaЫCIV,Table vに はそれぞれ

因子の寄与率,共通性。独自性の計算結果が示してある。

また Fig。 7～Hg.10は , 4因 子のうち 2因子を縦軸・

横軸にとつた場合の各指標の囚子負荷量の布置を表わし

ている。以下各因子の意味づけについて説明する。

1)地方中心性因子

この因子は生活利便・文化や通勤など中枢管理機能の

集積・就業構造の高度化などの「地方中心性」を表わす

因子と考えられる。この因子に関する因子得点に着目す

ると次のことがいえる。因子得点が正で高い値を示す都

市は相対的に地方中心性性向が高い都市であると解釈さ

れるが, これに相当する都市としては津を筆頭にして厚

木・土浦・徳山・鳥取・大垣・松江・熊谷・帯広となっ

ている。逆に負で高い値を示す都市は,習志野を最高に

春日部・川西・延岡・新座・・宇治・八千代などであり,

これらの都市は

'ヒ

較的地方中心性向が低いことがうかが

える。

津・鳥取・松江の県庁所在都市はその性格上中枢管理

機能の集積性が高 く,こ のため因子得点も高い値を示し

ていると推定される。逆に高い負の得点を示している習

志野・春日部・川西・新座・宇治・八千代などの都市は

首都圏あるいは近畿圏の衛星都市に相当しており,い ず

れも中枢管理機能の大部分を東京や大阪などの大都市に

負う形態になっているためと判断される。また延岡・都城

・新居浜・八代・古小枚等の都市も負の高い得点を示し

ているが,こ れは工業等の生産機能は充実しているもの

の中枢管理・文化・流通消費機能等においては不十分で

あるためと考えられる。
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Table Ⅲ  (1) CO■lmon factors identified

地 方 中 心 性 因 子 財 政 力 ・ 成 長 性 囚 子

数変 負荷 量 数変 負荷 量

(+)

飲食店年間販売額/人口

昼間人口比率

預貯金残高/人口

飲食店年間販売額

卸売業年間販売額/人口

卸売業年間販売額

月ヽ売業年間販売額/人口

預貯金残高

就業人口/人口

弁護士数

文化施設数/人口

文化施設数

小売業年間販売額

事業所数/人口

金融・保険業数/人口

金融・保院業数

印刷・出版社数

事業所数

娯楽施設数

乗用草保有率

広告・宣伝社数

税理士数

地方財政歳出額/人口

芸能施設数

(― )

周辺大都市数

DID人口比率

小売業年間販売額増加率

人口密度

DID面積比率

住宅敷地価格  I
DID人口密度

0.772
0,718
0,708
0.704
0,700
0.670
0.650
0.643
0.627
0.627
0.597
0.595
0,565
0.555
0.528
0.518
0.516
0.515
0.497
0.479
0,477
0.476
0.471
0,435

0.468
0。 399
0,384
0。 372
0。 368
0.326
0.306

(+)

課税対象所得額

高額所得者数

市民税収入額

着工住宅戸数

高額所得者数/人口

DID人口比率

所得格差

課税対象所得額/人口

住宅敷地価格

着工住宅床面積

水洗化率

借家 1畳あたり家賃

DID面積比率

人口密度

周辺大都市数

事業所数増加率

市民税収入額/人口

人口増加率

人 口

DID人口増加率

第 3次産業人口比率

飲食店年間販売額

DID人口密度

工場数増加率

(― )

カラーテレビ普及率

持 家 率

第 1次産業人口比率

事業所数/人口

就業人口/人口

病院数/人口

乗用車保有率

0.849
0.835
0,786
0,759
0。 743
0。 739
0.722
0.722
0,693
0.668
0.663
0.641
0.633
0.632
0.615
0.594
0.590
0。 585
0.578
0.472
0.468
0,467
0.443
0.428

0。 757
0.604
0.604
0,432
0。 412
0.408
0.405

津,厚木,上浦,鳥取,徳山,

大垣,松江,熊谷,帯広,安城
十

因

子

得

点

大和,厚木,習志野,春 日部 ,

苫小牧,帯広,上尾,津,八千代
十

因

子
，得

点
習志野,春 日部,川西,延岡,

新座,宇治,八千代,都城

小松,八代,富士宮,都城,上田,

尾道,太田,小山,松阪,防府
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Table ⅡI(2)COmmOn factors identided

都,市 機 能 欠 如 性 因 子 文 化 ・ サ ー ビ ス 集 積 性 因 子

数変 負 荷 量 数変 負 荷 量

(十 )

住宅敷地価格

DID人 口密度

所得格差

課税対象所得額/人口

借家 1畳あたり家賃

人口密度

周辺大都市数

持 家 率

DID面積比

市民税収入額/人口

(― )

都市公園面積

都市公園面積/人口

乗用車登録台数

地方財政歳出額

スーパーマーケット数

小売業年間販売額

メ、 口

芸能施設数

理容・美容店数

スーパーマーケット数/人口

卸売業年間販売額

病 床 数

金融・保険業数

事業所数

書籍・雑誌店数

地方財政歳出額/人口

卸売業年間販売額/人口

病床数/人口

宗教団体数

娯楽施設数

工場出荷額

0.519
0.466
0。 443
0.442
0.414
0.395
0。 376
0。 344
0.322
0.290

0,706
0.690
0.665
0.604
0.538
0.532
0.475
0.464
0。 461
0.454
0.441
0.435
0.428
0,417
0.417
0.379
0.369
0.338
0.337
0.325
0,312

(十 )

第 3次産業人口比率

宗教団体数

金融・保険業数/人口

金融・保険業数

病床数/人口

病 床 数

書籍・雑誌店数

乗用草登録台数増加率

広告 。宣伝社数

理容・美容店数

文化施設数

文化施設数/人口

事業所数/人口     '
病 院 数

芸能施設数

弁護士数

病院数/人口

事業所数

税理士数

小売業年間販売額/人口

昼間人口比率

地方財政歳出額/人口

スーパーマーケット数/人口

住宅敷地価格増加率

(― )

第 2次産業人口比率

工業出荷額

工業出荷額/人口

乗用車保有率

DID人口増加率

人口増加率

市民税収入額/人口

0,789
0.668
0.639
0.632
0。 575
0.574
0.532
0.528
0.525
0.508
0.503
0.481
0。 447
0,446
0。 433
0.432
0。 432
0.425
0.425
0.414
0.405
0,393
0。 373
0。 339

0.771
0.735
0,730
0.522
0.512
0.488
0.453

新座,川西,習志野,尾道,伊勢,

八千代,上浦,山口,小松
+ 因

子

得

点

別府,松江,鳥取,米子,会津

若松,今治,尾道,津,都城
十 囚

子

得

点
苫小牧,帯広,鈴鹿,新居浜 ,

延岡,都城,別府,太田,米子

安城,鈴鹿,厚木,太田,小山,

瀬戸,上尾,秦野,富士宮
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Table IV Factor contributions

困子 因子寄与 困子寄与率(%) 累加寄与率(%)

I 22.69 29。 47 29。 47

11.93 15.49 44.96

6.03 7.83 52.79

Ⅳ 4.09 5.31 58.10

2)財政力・成長性因子

この困子は都市行政の経済的活動源である「財政力」

を表わすとともにそれに伴なう「成長性」をも表わす因

Table v  CoHumunalities and uniqucnesses

子であると解釈される。この因子の因子得点が正の高い

値を示す都市は,大和・厚木・習志野・春田部・苫小枚・

帯広・上尾・津・八千代・川西・新座・宇治と続き,逆

に負の高い値をとる都市は,小松を最高に八代・富士宮・

都城・上田・尾道・太田・小山と続いている。この因子

が相対的に高い正の得点を示す都市は大都市周辺都市 ,

零近傍の得点の都市は県庁所在都市あるいはそれに準ず

る機能を備えた都市であり,そ の他の都市が負の得点を

とっている。

3)都市機能欠如性因子

この因子は都市機能が未整備なために何らかの形で他

の都市へ依存する側面すなわち都市機能の不完全さを表

わす因子 と解釈される。因子得点で正の高い値を示す都

指標 h子 将 指標 h子 u子 指標 h子 u子

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26

592
628
721
186
390
670
177
788
209
749
783
351
649
536
427
602
853
826
668
080
898
846
732
543
128
647

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0.408
0,372
0,279
0.814
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Fig。  7 Factor scores plotted on l― -2 COmmon
factor space

Fig。 8 Factor scOres plotted on l― -3 COnimon

factor space

市は新座を筆頭に川西・習志野・尾道 。伊勢・八千代 '

山口と続き,負で高い都市は苫小枚を最高に帯広・鈴鹿・

新居浜・廷岡・都城・別府と続いている。新座 。川西・

習志野が高い得点を示しているのは, これらの都市がい

ずれも衛星都市的な色彩を呈しており産業基盤の充実は

必ずしも進んでおらず, また流通・消費・文化面におい

ても東京・大阪等の大都市に依存するところが大きいた

めと考えられる。尾道・伊勢等は宗教観光都市で観光的

機能の集積性が高い反面,産業・流通・消費機能の面で

劣っており,そ の不十分な機能の補完をそれぞれ福山・

津などの周辺都市に負っているものと推定される。

負の高い得点を示している苫小枚 。新居浜・廷岡・都

城は工業等の生産機能を核 として他の都市機能も付加的

に備えていると考えられ,特に古小枚は都市公園面積の

高さが大きく作用してきわだつて高い負の得点を呈する

ことになったものと判断される。

この因子において注目すべき点の 1つは,山 口が県庁

Fig。  9 Factor scores plotted 9■ 2--3 COmmon
factor space

Fig. 10 Factor scores plotted on  2 -4
co■lmon factor spaCe

所在都市であるにもかかわらずかなり高い得点を示して

いる点である。山口は行政的機能の集積はあるもののサ

ービス・生産・流通・消費機能の集積が低いためと考え

られる。第 2の点は,山 口以外の県庁所在都市である津・

鳥取・松江が原点近傍の得点にとどまっている点である。

これは行政 。流通 。消費・文化機能ではかなりの水準を

備えているものの生産機能の集積はきわめて低 く, この

ため必ずしも全体的に均衡のとれた都市機能を具備して

いるとはいえないことを暗示している。

4)文化・サービス集積性因子

この因子は文化・サービスを享受する機会の豊富さや

その機能の集積性を表わす因子であると考えられる。こ

の因子で正の高い因子得点を示す都市は別府を最高に松

江・鳥取・米子・会津若松 。今治・尾道・津と続き,負

の高い得点を示す都市は安城を筆頭に鈴鹿・厚木・太田・

小山・瀬戸・上尾と続いている。別府の得点が正で高い

のは観光都市 としての伝統と実積によるものであろう。
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ただこの場合文化・サービス機能の中でも遊興・娯楽機

能がきわだって高いことが推定される。松江 。鳥取・津

の県庁所在都市は城下町としての伝統に加えて中枢管理

機能都市として第 3次産業型のサービス機能が集積して

おり,こ のためとヒ較的高い正の得点を呈していると考え

ら/bる 。

負の高い得点を示している安城・鈴鹿・太田・小山・

瀬戸・上尾などの都市は農業あるいは工業への依存度が

高く,生産機能中心都市である。このため文化・サービ

ス機能の集積は不十分であり,こ れが負の高い得点にう

ながったものと推定される。またこの因子で注目すべき

点は,新座・川西等の大都市圏に属する諸都市が全て負

の得点を示している点であろう。

5)独自因子

以上因子分析によって得られた 4つ の共通因子につい

て検討を行なったが,最後に独自因子の計算結果につい

て言及する。因子分析に用いた指標がそれぞれ共通因子

空間で説明されている割合すなわち共通性と,共通因子空

間で説明されない割合すなわち独自性が Tabic V(前掲)

に示されている。一般に共通性の小さい指標は共通因子

空間で説明される割合が小さくむしろその指標をデータ

から除外するかあるいはこれを独自因子とみる必要があ

る。以下ではこれに該当する指標を独自因子とみなすこ

とにした。独自因子に着目した場合の特徴的な都市は次

のとおりである。

(i)工場数 :桐生 (独 自因子得点+074),小松 (+0

34),瀬戸 (+034)

(ii)工 業出荷額増加率 :安城 (+0.35),泰野(+032),

別府 (+032),都 城 (+0.32),山 口 (+0,32)

ti� )卸売業年間販売額増加率 :米子 (+043),鳥 取(+

035),春 日部 (+0.30)

(� )地方財政歳出額増加率 :防府 (+033),今治 (十

033),宇治 (-041),徳 山 (-0.32),桐生 (-031)

(v)着工住宅床面積増加率 :厚木 (+049),都 城 (十

032),八千代 (-0,46),習 志野 (-0,40)

(vi)大 学・短期大学数/人口 :厚木 (+042),山 口 (十

033),土浦 (-039)

(� i)デパー ト・百貨店数 :松阪 (+046),津 (+038),

鈴鹿 (+031)

以上列挙した都市は共通因子空間では説明されていな

い独自性を有していると考えられる。

4.比 較・ 類 型化 へのア プ ローチ

3.において主要な困子が抽出され,そ の因子に着目

した場合にいくつかの都市群が同じ傾向を示す都市 とし

てまとめることができることが示された。ここではこれ

らの成果を総合し,各因子の因子得点を総合化した場合

の対象諸都市の類似性を計量化することを試みる。さら

にこの計量化された類似性の程度により諸都市の比較・

類型化を行なう。具体的にはクラスター分析法の 1つで

ある最近隣法により各個体 (対象諸都市)の クラスタリ

ングを行なう。すなわち各都市の 4種類の因子得点をそ

れぞれ万1, 勇2,勇3,死4,(′ =1… …,YV,N=44)と 表

わすと,類似性の尺度 としてユークリット距離 ′ (′ ,

チ
′
)|ま

′(上 め=7(ヵ l― ヵl)2+(力2~力2)2+(ヵ3~力 3)2

+(力4~力4)2 ………………………・11)

として定義される。ここに ど,′
′
は異なる 2つ の都市を表

わす。

クラスタリングの規準としては次の 2つ をとる。

規準 1:距離の小さいものから順次合併していく。

規準 2:ク ラスター間の距離は異なるクラスターに属す

る成員間の距離のうちの最小値によって定義する。

以上の規準でクラスタリングを行ない,結局 TableⅥ

に示す都市の分類を得た。これより概ね次のことがいえ

るであろう。

(1)強類似集団は,①新座。八千代・川西・宇治等 8

都市 (う ち別府は類似性が少し弱い),②石巻・秦野・新

居浜・延岡・都城等 11都市 (う ち大和は少し類似性が弱

い),③小山・瀬戸・松阪・尾道・山口・米子等 15都市 ,

④徳山 。鳥取・土浦・松江 。大垣・熊谷の 6都市,の以

上 4つである。

(1)弱類似集団は,①厚木・津のグループと②古小枚・

帯広のグループである。このうち①の厚木・津のグルー

プは強類似集団の④のグループと弱い類似性がある。こ

れに対して②の古小枚・帯広のグループは他のいずれの

グループとも類似性が認められず孤立的な位置づけにあ

る。これは北海道の地域中心都市の特殊性を暗示してい

る。

(�)県庁所在都市のうち鳥取 。松江は類似性が強 く,

また津も比較的このタイプに近い。しかし山口はこれら

のタイプとは異なり,伊勢 。今治・上田・小松・尾道な

どの歴史的伝統性のある観光・宗教都市との類似性が高

い。
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Table Ⅵ   Grouping of cities selected

強

類

似

集

団

新座・八千代・川西・宇治・春日部 。上尾・習志野・ 暢J府 )

石巻・秦野・新居浜・延岡・都城・八代・富士宮 。鈴鹿・岩国・防府 。(大和)

徳山・鳥取・土浦・松江・ 大垣・熊谷

弱
類
似
集
団

厚木・津

苫小牧・帯広

(� )大都市の近郊にある衛星都市的な色彩をもつ都市   なお本研究で残された課題としては,データの充実・精

はほぼ強類似集団の①のグループに属している。     度の向上などの技術的な問題の他に,人 口規模 として

(v)地方都市のうち特徴のある生産 (工業・農業・漁  10～ 15万人よりも大または小のはんちゅうを想定したり,

業)機能の集積している都市は主として強類似集団の②  その他の特性に着目して対象都市を層化する方法も考慮

のグループに属している。              に値しよう。

(�)地域中心的な都市は強類似集団の③または④のグ   なお本論文はもと鳥取大学工学部土木工学科学生 (現

ル_プに属している。特に④のグループは行政的な核的  京都府勤務)寺田浩二郎氏の卒業論文の成果に基づいて

機能を果している都市が多い。ただし北海道の苫小枚 。   これを発展させたものである。この旨明記して謝辞とす

帯広グループは地域中心的な色彩がかなり強いにもかか  る。また鳥取大学工学部海洋土木工学科野田英明教授の

わらず別の孤立した (特異な)グループを構成している  御助言ならびに同大学院生魚住忠可氏の計算補助に負う

こどは (1)で述べたとおりである。           ところも大きい。付して感謝の意を表する。
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